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第２ 地方財政法の一部改正
１ 当分の間の措置として、サービスの提供の
在り方の見直し等による公営企業の廃止に
伴って必要となる一定の経費に充てるための
地方債を起こすことができることとする。（第
三十三条の五の十五関係）
２ その他所要の改正
第３ 地方特例交付金等の地方財政の特別措置に
関する法律の一部改正
１ 軽油引取税及び地方揮発油税の当分の間税
率の廃止による地方公共団体の減収額を埋め
るため、軽油引取税減収補塡特例交付金及び
地方揮発油譲与税減収補塡特例交付金を創設
する。（第一条、第二条、第三条の二、第三条
の五、第五条及び第八条関係）
２ 自動車税及び軽自動車税の環境性能割の廃
止による地方公共団体の減収額を埋めるた
め、自動車税減収補塡特例交付金及び軽自動
車税減収補塡特例交付金を創設する。（第一
条、第二条、第三条の三、第三条の四、第五
条及び第八条関係）
３ 定額減税減収補塡特例交付金を廃止する。
（改正前の第一条、第二条、第三条の二及び
第五条関係）
４ その他所要の改正
第４ 施行期日等
１ この法律は、令和八年四月一日から施行す
る。（改正法附則第一条関係）
２ この法律の経過措置等について定める。
３ その他関係法律について所要の改正等を行
う。

第２ 関税法の一部改正
１ 保税蔵置場等の業務に係る手順及び体制に
関する事項を規定した規則の策定の義務付け
並びに業務改善命令等に係る規定の整備
保税蔵置場の許可を受けた者等に対し、法
令を遵守するために必要な業務の手順及び体
制に係る規則の策定を義務付けるとともに、
当該者等に対する業務改善命令等に係る規定
を整備する。（第三十四条の二、第四十三条、
第四十五条の二、第四十八条等関係）
２ 犯則調査手続のデジタル化
刑事訴訟法の改正を踏まえ、関税法上の犯
則調査手続について、電磁的記録提供命令の
創設等の手続のデジタル化に係る規定を整備
する。（第百二十一条、第百二十八条、第百三
十二条、第百三十六条、第百四十一条、第百
四十八条等関係）

２ 基準財政需要額の算定方法の改正
 地域社会のデジタル化の推進に要する経
費の財源を措置するため、「地域デジタル社
会推進費」の期間を令和十一年度まで延長
する。（地方交付税法附則第六条関係）
 都道府県における産業クラスターの形
成・拡大や地場産業の付加価値向上に要す
る経費の財源を措置するため、令和八年度
に限り、「地域未来基金費」を設ける。（改正
法附則第三条関係）
 臨時財政対策債の償還に要する経費の財
源を措置するため、令和八年度に限り、「臨
時財政対策債償還基金費」を設ける。（改正
法附則第三条関係）

 地方公務員の給与改定等に要する経費の
財源を措置する。（地方交付税法別表関係）
 高等学校等就学支援金制度の拡充、公立
小学校における学校給食費の抜本的な負担
軽減、特別支援教育や私学助成等教育施策
の充実に要する経費の財源を措置する。（地
方交付税法別表関係）
 こども・子育て施策、児童虐待防止、障
害者の自立支援、介護給付に要する経費の
財源を充実する。（地方交付税法別表関係）
 ごみ収集、学校給食等の地方公共団体の
サービス・施設管理等の委託料、道路や河
川等の維持補修費、改修等に係る投資的経
費等の増加を踏まえ、その財源を充実する。
（地方交付税法別表関係）
 その他制度の改正に伴って必要となる経
費及び地方公共団体の行政水準の確保のた
めに必要となる経費の財源を措置する。（地
方交付税法第十二条、第十三条及び別表関
係）

３ 基準財政収入額の算定方法の改正
 自動車税及び軽自動車税の環境性能割の
廃止に伴い、基準財政収入額の算定方法に
ついて所要の規定の整備を行う。（地方交付
税法第十四条及び改正法附則第四条関係）
 令和八年度において、東日本大震災の被
災者等の負担の軽減を図る等のための固定
資産税の課税免除の措置等による減収額と
して総務省令で定める額の百分の七十五の
額を加算する特例を設ける。（地方交付税法
附則第七条の四関係）

４ 特定被災地方公共団体に係る普通交付税の
算定方法の特例
令和八年度において、特定被災地方公共団
体に対して交付すべき普通交付税の額の算定
に関し、必要な特例措置を設ける。（地方交付
税法附則第九条の二関係）
５ 震災復興特別交付税に関する特例
 震災復興特別交付税に充てるため、令和
八年度分の地方交付税の総額に四百五十六
億四千六百五十九万六千円を加算する。（地
方交付税法附則第四条関係）

 その他震災復興特別交付税に関する所要
の特例を設ける。（地方交付税法附則第十一
条～第十五条関係）

６ その他所要の改正

◇地方交付税法等の一部を改正する法律（法律第
三号）（総務省）
第１ 地方交付税法及び特別会計に関する法律の
一部改正
１ 地方交付税の総額の特例（地方交付税法附
則第四条及び第四条の二、特別会計に関する
法律附則第四条、第九条～第十一条及び第十
二条の四並びに改正法附則第六条関係）
 令和八年度分の通常収支に係る地方交付
税の総額については、地方交付税法第六条
第二項の額に、法定加算額百五十四億円及
び地方公共団体金融機構の公庫債権金利変
動準備金の活用等による加算額二千五百億
円を加算した額から、交付税及び譲与税配
付金特別会計借入金の減少額二兆九千億
円、同特別会計借入金利子支払額三千七百
七十二億五千万円並びに平成二十年度分、
平成二十一年度分、令和元年度分及び令和
二年度分の地方交付税の総額を確保するた
め総額の特例として加算した額に相当する
額のうち、令和八年度分の地方交付税の総
額から減額することとされていた額千四百
十四億五千百八十八万二千円及び令和九年
度以降の地方交付税の総額から減額するこ
ととされていた額のうち七百七十四億八千
三百二十一万千円を控除した額とする。
 交付税及び譲与税配付金特別会計借入金
のうち、七千億円を一般会計に帰属させる
とともに、令和八年度の償還額を増額し、
令和三十一年度までに償還することとす
る。

◇地震防災対策特別措置法の一部を改正する法律
（法律第四号）（内閣府本府）
１ 地震防災緊急事業に係る国の負担又は補助の
特例等の措置の有効期限を令和十三年三月三十
一日まで延長する。（原始附則第二項関係）
２ この法律は、公布の日から施行する。（附則関
係）

           

◇関税定率法等の一部を改正する法律（法律第五
号）（財務省）
第１ 関税定率法の一部改正
１ 個人使用貨物の課税価格決定の特例の廃止
輸入取引が小売取引の段階による貨物等で
あって、輸入者の個人的な使用に供されるも
のについて、その課税価格を当該貨物の輸入
が通常の卸取引の段階でされたとした場合の
価格とする特例を廃止する。（第四条の六関
係）

２ 不当廉売関税の迂
う

回防止制度の創設
不当廉売関税の課税の回避のために同関税
の対象貨物の品目や供給国を変える迂回行為
が行われる輸入貨物に対し、同等の割増関税
の課税を可能とするため所要の規定を整備す
る。（第七条、第八条、第八条の二関係）
３ 石油化学製品製造用揮発油、灯油及び軽油
の基本税率化
石油化学製品製造用揮発油、灯油及び軽油
について、改正前の暫定税率を基本税率とし
て規定し、暫定税率を廃止する。（別表関係）
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